
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口県後期高齢者医療広域連合事務局 

総 務 課 

 

 

社会保障と税の一体改革について 

資料１ 



 

- 1 - 

 

社会保障と税の一体改革の状況 
 

１１１１. . . . 社会保障と税の一体改革の概要社会保障と税の一体改革の概要社会保障と税の一体改革の概要社会保障と税の一体改革の概要    

 

社会保障と税の一体改革は、社会保障の充実・安定化と、そのための安定

財源確保と財政健全化の同時達成を目指すものとされています。 

この改革の推進のため、平成 24 年 8 月に関連８法案が成立したところで

あり、社会保障制度におきましては、「社会保障制度改革推進法」に基づき、

内閣に社会保障制度改革国民会議が設置され、そこで、少子化対策、医療、介

護、年金の４分野の方向性についての報告書が平成 25 年 8 月 6 日にとりま

とめられました。 

この報告書等に基づき、改革の全体像や進め方を明らかにする法案として

提出された「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関す

る法律（いわゆる「プログラム法」）」が平成２５年１２月に成立し、改革

を具体的に実現していくこととなりました。 

なお、改革を円滑に推進するとともに、引き続き、中長期的に受益と負担

の均衡がとれた持続可能な社会保障制度を確立するための検討等を行うため

に、関係閣僚からなる「社会保障制度改革推進本部」、有識者からなる「社

会保障制度改革推進会議」が設置されています。 

 

関連８法案とは 

年金機能強化法案、被用者年金一元化法案、社会保障制度改革推進法案、 

子ども・子育て支援法案、子ども・子育て支援法関係法律整備法案、 

認定こども園法改正案、消費税法改正案、地方税法・地方交付税法改正案 

 

２．２．２．２．医療制度における医療制度における医療制度における医療制度における社会保障制度改革の推進社会保障制度改革の推進社会保障制度改革の推進社会保障制度改革の推進状況状況状況状況    

 

 今後の医療制度のあり方について、「プログラム法」では、持続可能な医

療保険制度等を構築するため、必要な事項について検討を加え、その結果に

基づいて必要な措置を講ずることとされました。 

この法律により政府は、平成２６年度から２９年度までを目途に順次必要

な措置を講ずるものとし、このために必要な法律案を平成２７年通常国会で

の提出を目指すこととしております。 

これまでの状況として、平成２６年度からは、次の事項が実施されており

ます。 

① 国民健康保険の保険料及び後期高齢者医療の保険料に係る低所得者の

負担の軽減 

    ⇒保険料２割・５割軽減の拡充保険料２割・５割軽減の拡充保険料２割・５割軽減の拡充保険料２割・５割軽減の拡充 

② 国民健康保険の保険料の賦課限度額 

    ⇒国民健康保険の賦課限度額引き上げに伴い、後期高齢者医療保険後期高齢者医療保険後期高齢者医療保険後期高齢者医療保険

の賦課限度額にの賦課限度額にの賦課限度額にの賦課限度額につつつついても５５万円から５７万円に引き上げいても５５万円から５７万円に引き上げいても５５万円から５７万円に引き上げいても５５万円から５７万円に引き上げ 
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③ 低所得者の負担に配慮しつつ行う 70 歳から 74 歳までの者の一部負

担金の取扱い及びこれと併せた負担能力に応じた負担を求める観点か

らの高額療養費の見直し 

 

３．今後の社会保障制度改革の進め方今後の社会保障制度改革の進め方今後の社会保障制度改革の進め方今後の社会保障制度改革の進め方    

 

  平成２７年１月１３日、「プログラム法」に基づき設置された「社会保障

制度改革推進本部」において、医療保険制度改革骨子が決定されました。 

  この骨子では、「医療保険制度改革については、持続可能な制度を構築し、

将来にわたり国民皆保険を堅持することができるよう、以下の骨子に基づき、

各年度において必要な予算措置を講ずるとともに、本年の通常国会に所要の

法案を提出するものとする｡」こととされ、医療保険制度改革の主な措置とし

て、次の事項が示されました。 

 

（１）国民健康保険の安定化 

  ①平成２７年度から保険者支援制度の拡充（約１，７００億円）を実施 

  ②平成２９年度には、高齢者医療における後期高齢者支援金の全面総報酬

割の実施に伴い生じる国費を優先的に活用し、約１，７００億円を投入 

  ③平成平成平成平成３０３０３０３０年度から、都道府県が財政運営の責任主体年度から、都道府県が財政運営の責任主体年度から、都道府県が財政運営の責任主体年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財

政運営や効率的な事業運営の確保等の国保運営について中心的な役割を

担うこととし、制度の安定化を図る。 

 

（２）高齢者医療における後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入 

総報酬割部分（現行制度では３分の１）を平成２７年度に２分の１、平

成２８年度に３分の２に引き上げ、平成２９年度から全面総報酬割を実施 

 

（３）負担の公平化等 

入院時の食事代（現行：１食２６０ 円）について、平成２８年度から

１食３６０円、平成３０年度から１食４６０円に段階的に引き上げる。 

 

（４）後期高齢者の保険料軽減特例（予算措置）の見直し 

後期高齢者の保険料軽減特例については、段階的に縮小する。その実施

に当たっては、低所得者に対する介護保険料軽減の拡充や年金生活者支援

給付金の支給とあわせて実施することにより低所得者に配慮しつつ、平成平成平成平成

２９年度から原則的に本則に戻すとともに、急激な負担増となる者につい２９年度から原則的に本則に戻すとともに、急激な負担増となる者につい２９年度から原則的に本則に戻すとともに、急激な負担増となる者につい２９年度から原則的に本則に戻すとともに、急激な負担増となる者につい

ては、きめ細かな激変緩和措置を講ずることとする。ては、きめ細かな激変緩和措置を講ずることとする。ては、きめ細かな激変緩和措置を講ずることとする。ては、きめ細かな激変緩和措置を講ずることとする。激変緩和措置の具体

的な内容については、今後検討し結論を得る。 

 

【現行】 

（政令本則） 

  後期高齢者医療制度では、世帯の所得に応じた保険料軽減が設けられて

いる。 
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①低所得者の均等割７、５、２割軽減（国保と同じ）  

②被用者保険の被扶養者であった者（元被扶養者）の軽減(均等割 5割軽

減、所得割賦課せず。２年限り)  

（保険料軽減特例） 

   制度施行に当たり、激変緩和の観点から、平成２０年度以降毎年度、予

算により次の特例措置を実施している。 

①低所得者の更なる保険料軽減(均等割９、８．５割軽減、所得割５割軽

減)  

②元被扶養者の更なる保険料軽減(均等割９割軽減、期限なし) 

 

（５）医療保険の保険料に係る国民の負担に関する公平の確保 

①国民健康保険料の賦課限度額の引き上げ。  

 

 

 

 

 

 

 

②国民健康保険の保険料及び後期高齢者医療の保険料に係る低所得者の負後期高齢者医療の保険料に係る低所得者の負後期高齢者医療の保険料に係る低所得者の負後期高齢者医療の保険料に係る低所得者の負

担の軽減担の軽減担の軽減担の軽減    

            ⇒保険料２割・５割軽減の拡充⇒保険料２割・５割軽減の拡充⇒保険料２割・５割軽減の拡充⇒保険料２割・５割軽減の拡充    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６）今後さらに検討を進めるべき事項 

今後、引き続き、医療保険制度の安定化と持続可能性の確保等に向けた施

策のあり方（国保の安定的な運営の確保､医療費適正化､保険給付の範囲､患

者負担について年齢に関わりなく更に負担能力に応じた負担とすることな

ど）について検討を進める｡ 

 

 

 課税限度額（現行）81 万円  

①基礎課税額：51 万円  

②後期高齢者支援金等課税額：16 万円  

③介護納付金課税額：14 万円 

課税限度額（改正後） 85 万円 

①基礎課税額：52 万円  

②後期高齢者支援金等課税額：17 万円  

③介護納付金課税額：16 万円 

 軽減判定所得（現行）  

７割軽減基準額＝基礎控除額(33 万円)  

①５割軽減基準額  

＝基礎控除額(33 万円)＋24.5 万円×

(被保険者数)  

②２割軽減基準額  

＝基礎控除額(33 万円)＋45 万円×(被

保険者数) 

 軽減判定所得（改正後）  

７割軽減基準額＝基礎控除額(33 万円)  

①５割軽減基準額  

＝基礎控除額(33 万円)＋26.万円×(被

保険者数)  

②２割軽減基準額  

＝基礎控除額(33 万円)＋47 万円×(被

保険者数) 
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